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最近の道内景気は、低迷しているものの、一部に持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、補正予算の効果から増加している。個人消費は、一部に経

済対策の効果は見られるものの、雇用・所得環境の悪化から弱い動きとなっている。設備投

資は企業収益の低迷から、大幅に減少している。住宅投資は、新設着工戸数の大幅な減少が

続いている。

生産活動は持ち直しの動きが見られる。また、雇用情勢では有効求人倍率は前年を下回る

状況が続き厳しい状況となっている。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少した。
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①個人消費～厳しい状況

９月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．６％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲１．６％）は、身の回り品

は増加したものの、衣料品、飲食料品などが

低調で、前年を下回った。スーパー（同

▲１．７％）は、衣料品などが減少し、前年を

下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲１．４％）

は、５ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～大幅減少が続く

９月の新設住宅着工戸数は、２，３２６戸（前

年比▲３８．８％）と、１２ヶ月連続で前年を下回

った。利用関係別では、持家（前年比

▲１６．５％）、貸家（同▲５１．７％）、分譲（同

▲４４．３％）とそれぞれ前年を下回った。

４～９月の着工戸数累計では、１４，４３３戸

（前年同期比▲４０．０％）となり、前年を大き

く下回った。持ち家（前年同期比▲１５．６％）、

貸家（同▲５１．９％）、分譲（同▲５１．４％）と

それぞれが前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は持ち直しの動き

９月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、石油・石炭製品工業などが上昇し、パル

プ・紙・紙加工品工業などが低下した。

前月比では＋０．６％と６ヶ月連続増加し、

前年比では▲８．８％と１４ヶ月連続で低下し

た。

④公共投資～３ヶ月連続で前年を上回る

９月の公共工事請負金額は、９９４億円（前

年比＋２６．７％）と３ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋５２．３％）、道

（同＋２４．０％）と市町村（同＋１．７％）とそれ

ぞれ前年を上回った。

４～９月の累計では請負金額６，３３０億円

（前年同期比＋６．７％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３８倍となり、前月比では０．０４ポイントの

上昇、前年比では０．０９ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲２．６％と１９ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福

祉（前年比＋３．９％）などは増加したが、運

輸業・郵便業（同▲２６．５％）や宿泊業・飲食

サービス業（同▲１２．８％）などが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～前年を下回る

９月の来道客数は、１，２３１千人（前年比

▲０．１％）と１６ヶ月連続で前年を下回った。

４月～９月の累計来道客数は、国内観光需

要の落込みや新型インフルエンザの影響もあ

り、６，３４７千人（前年同期比▲６．６％）と前年

を下回った。

⑦貿易動向～輸出は１１ヶ月ぶりの増加

９月の道内貿易額は、輸出が前年比８．７％

増の３７３億円、輸入が同４５．６％減の９３０億円と

なった。

輸出は、一般機械や鉄鋼、自動車の部分品

などが増加し１１ヶ月ぶりに前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石炭、ウッドチップ

などが大きく減少し、１１ヶ月連続で前年を下

回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに前年を下回る

１０月の企業倒産は、件数は３９件（前年比

▲３２．８％）、負債総額は１７９億円（同▲６．６％）

とともに前年を下回った。

業種別では、建設業が１３件と最も多く、続

いてサービス業・他８件、小売業６件となっ

た。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（「過剰企業」－「不

足企業」、プラス６）は前年同期に比べ

８ポイント上昇した。平成１９年以降、３

年連続で上昇し雇用過剰感が強まってい

る。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針では、「増員する」企

業（11％）から「減員する」企業（12

％）を差し引いたDIはマイナス１とな

った。特に製造業（△２）では前年同期

比で９ポイント低下し、人員削減基調が

強い。来年度の「新規採用を実施する」

企業（２０％）は７ポイント低下し、厳し

い経営環境を背景に、比較可能な平成１３

年以降では最低の水準となった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
雇用の現状について

判断時点
平成２１年１０月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」－「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域

全 道 ４９２ １００．０％

札幌市 １９６ ３９．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、
胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０６ ２１．６

道 南 ４４ ８．９ 渡島・檜山の各支庁

道 北 ５８ １１．８ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ８８ １７．９ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率

全 産 業 ８００ ４９２ ６１．５％

製 造 業 ２２０ １３６ ６１．８

食 料 品 ７５ ４３ ５７．３

木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２１ ６０．０

鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ４２ ８４．０

そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３０ ５０．０

非 製 造 業 ５８０ ３５６ ６１．４

建 設 業 １８０ １０４ ５７．８

卸 売 業 １００ ６７ ６７．０

小 売 業 １２０ ６４ ５３．３

運 輸 業 ７０ ４２ ６０．０

ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２３ ７６．７

その他の非製造業 ８０ ５６ ７０．０

特別調査

強まる雇用過剰感
雇用の現状について

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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1 従業員の過不足感

「過剰」企業（２５％）が「不足」企業（１９％）を上回る。特に製造業（＋２０）で過剰感強い。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 ２５ ２７ １４ ３３ ３６ ２７ ２４ １９ ３８ ２２ １６ １４ ２７

（か な り 過 剰） （１）（２）（－）（－）（３）（４）（１）（－）（２）（－）（２）（－）（－）

（や や 過 剰） （２４）（２５）（１４）（３３）（３３）（２３）（２３）（１９）（３６）（２２）（１４）（１４）（２７）

適 正 で あ る ５６ ６６ ７４ ５８ ５７ ７３ ５３ ５０ ５１ ５９ ５６ ５４ ５０

不 足 １９ ７ １２ ９ ７ － ２３ ３１ １１ １９ ２８ ３２ ２３

（や や 不 足） （１９）（７）（１２）（９）（７）（－）（２３）（３１）（１１）（１９）（２８）（３２）（２１）

（か な り 不 足） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（－）（－）（－）（－）（－）（２）

雇 用 人 員 判 断 DI ６ ２０ ２ ２４ ２９ ２７ １ △１２ ２７ ３ △１２ △１８ ４

昨年同時期の雇用人員判断DI △２ １ △９ ２７ △１２ ５ △３ ０ １２ △１０ △６ △２１ △１４

従業員過不足感DI

特別調査

― ５ ―― ５ ―
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男女別の過不足感

男性（＋５）は過剰、女性（△４）

は不足。

職種別の過不足感

営業販売職（△１１）、技能職（△６）は依然として

不足感が強い。

情報機器の習熟者

不足感強く、特にホテル・旅館業（△４８）、卸売業（△３２）などで大幅マイナス。

地域別の過不足感

道北（△１４）、道東（△４）では水産加工業などで不足。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １ １ － － ３ － １ ３ － － － － ４

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）
（や や 過 剰） （１） １ （－）（－）（３）（－） １ （３）（－）（－）（－）（－）（４）
適 正 で あ る ７５ ７７ ７２ ７９ ７７ ８３ ７４ ８７ ６８ ７０ ７８ ５２ ６２

不 足 ２４ ２２ ２８ ２１ ２０ １７ ２５ １０ ３２ ３０ ２２ ４８ ３４

（や や 不 足） （２３）（２１）（２８）（２１）（２０）（１３）（２４）（１０）（３２）（２５）（２２）（４８）（３４）
（か な り 不 足） （１）（１）（－）（－）（－）（４）（１）（－）（－）（５）（－）（－）（－）
雇 用 人 員 判 断 DI △２３ △２１ △２８ △２１ △１７ △１７ △２４ △７ △３２ △３０ △２２ △４８ △３０

昨年同時期の雇用人員判断DI △２３ △２７ △４３ △１９ △１８ △２５ △２２ △６ △３０ △２６ △２１ △３５ △３４

（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
過 剰 ２９ ２２ ２１ １７ ２４

（かなり過剰） （１） （１） （－） （－） （－）
（や や 過 剰） （２８） （２１） （２１） （１７） （２４）
適 正 で あ る ５７ ５９ ７２ ５２ ４８

不 足 １４ １９ ７ ３１ ２８

（や や 不 足） （１４） （１８） （７） （３１） （２８）
（かなり不足） （－） （１） （－） （－） （－）
雇用人員判断DI １５ ３ １４ △１４ △４

昨年同時期の雇用人員判断DI △３ △９ ０ ２ ５

（単位：％）

（項 目） 男 性 女 性

過 剰 ２４ １０

（かなり過剰） （１） （－）
（や や 過 剰） （２３） （１０）
適 正 で あ る ５７ ７６

不 足 １９ １４

（や や 不 足） （１８） （１３）
（かなり不足） （１） （１）
雇用人員判断DI ５ △４

昨年同時期の雇用人員判断DI △３ △８

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他
過 剰 １２ １０ １８ １０

（かなり過剰） （０） （１） （１） （－）
（や や 過 剰） （１２） （９） （１７） （１０）
適 正 で あ る ７９ ６９ ５８ ８１

不 足 ９ ２１ ２４ ９

（や や 不 足） （９） （２０） （２２） （８）
（かなり不足） （０） （１） （２） （１）
雇用人員判断DI ３ △１１ △６ １

昨年同時期の雇用人員判断DI ３ △２０ △１６ ３

特別調査

― ６ ―― ６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６１／本文／００４～００８　特別調査  2009.10.28 13.36.12  Page 6 



6

7

今後の雇用方針

「現状維持」が８割弱。木材・木製品製造業（△１９）などで人員削減見込み。

増員の理由と雇用形態（該当企業５３社）

理由は「既存事業の拡大・強化」、雇用形態は「正社員」とする企業が多数。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�人員を増加する １１ １０ １２ １４ １２ ３ １１ １３ １０ ６ １９ － １３

�現状維持する ７７ ７８ ７６ ５３ ８６ ８７ ７７ ７０ ８１ ８０ ７６ ８７ ７４

�人員を削減する １２ １２ １２ ３３ ２ １０ １２ １７ ９ １４ ５ １３ １３

雇用方針判断DI △１ △２ ０ △１９ １０ △７ △１ △４ １ △８ １４ △１３ ０

昨年同時期の雇用方針判断DI ０ ７ ２７ △１８ ６ ３ △３ △８ △６ △１ ６ △１８ １４

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�既存事業の拡大・強化 ５９ ６４ ４０ ６７ ８０ １００ ５４ ４６ ８６ ２５ ６３ － ５７

�将来の人手不足への備え ５７ ７ ６０ ３３ ８０ １００ １０ ５４ ２９ １００ ５０ － ５７

�売上増加傾向 ２６ ６４ ２０ ３３ － １００ ５６ ３１ １４ ５０ １３ － ４３

�その他 ９ ７ ２０ － － － ５ ２３ － － － － １４

�新規事業参入 ６ ２１ ２０ － － － ２８ ８ － ２５ － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ９２ ８６ ６０ １００ １００ １００ ９５ ８３ １００ １００ １００ － １００

�パート・アルバイト ３３ ３６ ６０ － ４０ － ３２ ４２ － ５０ ５０ － １４

�派遣社員 ８ ７ － － － １００ ８ １７ － － １３ － －

特別調査

― ７ ―― ７ ―
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減員の理由と雇用形態（該当企業６０社）

理由は「売上減少」、「合理化・効率化」が第１位。

来年度の新規採用計画

「採用する」企業（２０％）は大幅に減少。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�売上減少傾向 ７２ ７５ ６０ １００ － ６７ ７１ ８８ ８３ ５６ ５０ ３３ ５７

�合理化・効率化 ７２ １９ ８０ ５７ １００ ６７ ３２ ７７ ８３ ５６ ５０ ３３ １００

�退職者の増加（自然減） ２８ １３ － １４ － ６７ ２１ ２４ ５０ ２２ ５０ ６７ ２９

�事業縮小 １８ ６９ － １４ － ３３ ７３ ２４ １７ １１ ５０ ３３ １４

�その他 － － － － － － － － － － － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ８３ ８１ ８０ ７１ １００ １００ ８３ ９４ ８３ ６７ １００ ６７ ８３

�パート・アルバイト ３３ ２５ ４０ ２９ － － ３６ ２４ ３３ ４４ － ３３ ６７

�派遣社員 １２ ６ － １４ － － １４ ６ ３３ １１ － － ３３

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ２０ ２４ ２８ １０ ３３ １６ １８ １６ １２ ２７ ３ ３５ ２６

（多く採用する） （４）（６）（９）（５）（５）（３）（３）（４）（３）（６）（－）（９）（－）
（ほ ぼ 同 数） （１１）（１２）（１４）（５）（１５）（１０）（１０）（１２）（８）（８）（３）（１７）（１７）
（少 な く 採 用） （５）（６）（５）（－）（１３）（３）（５）（－）（１）（１３）（－）（９）（９）
採 用 し な い ５３ ４８ ４２ ６６ ３７ ５７ ５５ ５７ ６１ ４８ ６２ ４８ ４７

未 定 ２７ ２８ ３０ ２４ ３０ ２７ ２７ ２７ ２７ ２５ ３５ １７ ２７

昨年同時期の採用する企業 ２７ ２８ ２７ １０ ３４ ３３ ２６ ２７ ２３ ３０ ９ ３４ ３１

来年度の新規採用企業数（％）

特別調査

― ８ ―― ８ ―
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今回の調査では、全体では人員過剰感が強まったものの、景気対策により受注が増加した

建設業や年末商戦を控えた水産加工業など、一部には人手不足感の強い業種も見られまし

た。しかし景気の先行きは依然として不透明なため、多数の企業は今後の増員や来春の新規

採用に慎重な姿勢をとっています。このような状況の中、企業は従業員に対する研修等を強

化し、知識・技能のレベルアップと定着率の向上を図ろうとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 最低賃金千円が実現する

と、当社にとっては５割近い昇給になり、今

までの仕組みを全て変えないと経営が成り立

たない。また、それにより倒産や廃業が増

え、雇用の場がますます少なくなることを危

惧する。

＜水産加工業＞ 約６０名の女性加工員を雇用

しているが、平均年齢が６０歳なため、今後は

若い女性の採用に力を入れたい。しかし、現

実として応募が少なく、苦慮している。

＜製菓業＞ 派遣職員の契約期限切れが迫っ

てきており、正社員化もしくは契約打ち切り

の選択を検討中である。総人員は維持する必

要があるため、同時に正社員の中途採用も検

討する。

＜家具製造業＞ ここ２ヶ月で６名の人員を

減らした。生産するものがないため、雇用助

成金を受けながら現状を維持している。

＜金属機械製造業＞ 自ら目標を設定・実行

し、その結果を謙虚に受け止められる人材が

極めて少ない。このような環境の中、むやみ

に人を増やしても固定費が膨らむばかりであ

る。

＜金属製造業＞ 定年退職者再雇用制度によ

って、今のところ人員数は適正を維持してい

るが、平均年齢が年々上昇するという問題が

ある。

＜段ボール製造業＞ 新規雇用は望めないた

め、現社員の教育・研修等に力を入れ、強い

組織作りを目指す。

＜建設業＞ 一般注文住宅の受注が増えてい

るため、公共事業部門からの人員シフトに加

え、新規採用も検討する。今後伸びる可能性

のある事業への人員配置が肝要となる。

＜建設業＞ 人員削減はしない方針で、自然

減により調整している。若年者の雇用を数年

間見送ってきたので、平均年齢が上昇し、社

内の活性化が図られていない。国の公共事業

計画が明確になれば、若年者の雇用を検討し

たい。

＜建設業＞ 公共事業の減少に伴い各社とも

スリム化を図っている中で、突然、工事発注

が集中している現状は、経営上良いとはいえ

ない。

経営のポイント

従業員の知識・技能向上に注力
〈企業の生の声〉

― ９ ―
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＜土木工事業＞ 学校推薦による募集で採用

予定人数は確保できるが、公募では応募者が

少ない。また、近年、採用しても１年以内に

自己都合による退職者が出る傾向にある。

＜土木工事業＞ 専門的な維持補修工事が増

えているが、受注件数自体は減少しているた

め、一般作業員は過剰気味である。

＜板金工事＞ 今年度は高卒者の応募がな

く、非常に残念な結果となった。職人の育成

を考え毎年採用したいが、若年層には受け入

れられにくい業種なのかもしれない。

＜電気設備工事＞ 新入社員の定着率と、若

手社員の成長が芳しくない。大手企業のよう

な教育実習期間を設けることができないた

め、実際の仕事を通して覚えてもらうしかな

いが、その方式についてこられないようだ。

＜通信設備工事＞ 工事の受注には、対応す

る資格の保有者が必要であるため、そのよう

な技術者を拠点ごとに配置しておかなければ

ならない。

＜型枠工事＞ 現在の雇用を確保するのに精

一杯である。今後も工事量の減少が続けば、

人員削減も視野に入れなければならない。冬

期間は、業況はさらに厳しくなると思うの

で、早めに全国の状況を把握したい。

＜農産物卸売業＞ 男性営業職と女性営業補

助職を採用したい。しかし、男性の営業経験

者は地方では人材難であるため、今後は女性

も事務職だけでなく、営業の第一線で採用す

る。

＜空調機器卸売業＞ 人員は過剰であるが、

人が減れば売上も減るため、大企業のように

安易に人は減らせない。また、定年退職者の

嘱託制度もスタートしたばかりである。

＜靴卸売業＞ 若手営業部員を中国の自社品

生産工場に１ヶ月ほど派遣し、ものづくりを

実感させることで、「卸売業の営業」から

「メーカーの営業」への転換を図る。

＜燃料店＞ 退職者を見越して採用している

ため、現状では過剰気味な部署もあるが、１

～２年後にはほぼ適正人員となる。また、今

後は定年退職者再雇用制度の導入に伴い、若

い人の採用を控えざるを得ない場合もある。

＜住宅設備機器販売＞ 専門的知識を身につ

けた人材の中途採用を行っているが、高齢者

の応募が多く、希望する若年層の応募がな

い。

＜食料品小売業＞ 繁閑にあわせてパート等

を中心に雇用するのが望ましいが、ある程度

の専門技術が必要なため、難しい面がある。

しかし、企業が生き残るために、パート・ア

ルバイト等で雇用の調整を行うことは必要で

あると考える。

＜コンビニエンスストア＞ 全体としてはア

ルバイトの過剰感があるが、時間帯によって

は欠員が生じる。また、最低賃金の上昇にと

もない時給を上げざるを得ず、経営を圧迫し

ている。

経営のポイント

― １０ ―
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＜建設機械輸送業＞ ドライバーの人数は過

剰だが、売上回復時に車輌を再び購入するこ

とは困難なため、現状の設備と人員は維持し

なければならない。

＜運送業＞ ６０歳以上の継続雇用対象者が２

割近くを占めている。業種的に危険度の高い

仕事なので、安全管理面で若干の不安を感じ

る。

＜都市ホテル＞ 従業員の男女比率はバラン

スが取れているが、女性管理職が少ないのが

問題点である。また、契約社員比率が多い

が、熟練者数は減少しているため、その確保

と育成が課題である。

＜都市ホテル＞ 人気のある業種とはいえ

ず、定着率は低い。経験豊富な年配者への依

存度が高い。

＜都市ホテル＞ 人員はやや過剰であるが、

利用客数が日々大きく変動するため当面は現

状維持で臨みたい。なお、閑散期には、スタ

ッフのレベルアップのための研修を実施した

い。

＜観光施設運営業＞ 業種柄、オンシーズン

とオフシーズンの売上格差が大きく、パート

全員を通年雇用することが出来ない。

＜建設コンサルタント＞ 防災対策業務の受

注増によって、若年層が急速に経験を積み、

独り立ちしつつある。非常に好ましいが、熟

年層の引退が近づく中での「次世代の育成」

という課題はまだ十分には達成されていな

い。また、今年度は景気対策により活発な受

注が得られているが、今後は反動による公共

事業の縮減が考えられるため、新規採用に踏

み出せない。

経営のポイント

― １１ ―
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地域経済、企業成長と地域資源

地域経済の活性化を論ずるにあたっては、観光や一次産業など、比較優位にある地域資源をい

かに活用しているかの議論は避けられない。とりわけ本道では膨大な域際収支赤字を抱えている

ことから、観光や一次産業の高度化や付加価値を高める取り組みが長く地場企業に要請されてき

た。雄大な自然、海に囲まれた豊かな大地の恵みから生み出される魅力あふれる素材、道内企業

はこれらとの相対評価から、販売力の弱さ、技術力の乏しさ、リスクに挑戦しない姿勢などの批

判を受けやすい環境にある。とりわけ、経済成長の面で他地域の後塵を拝しているためにこのよ

うな見方は流布しやすい。ただし、やや視点を変えることで反論を導き出すこともできる。例え

ば、大量かつ短期間に農水産物が産出されるために、原料供給へと傾斜するのが経営戦略的にみ

て自然な選択だった。あるいは、大量の原材料を高度加工し供給体制を整備するためには多額の

投資資金が必要とされ、リスクの高い経営判断を迫られる、などである。

したがって、これまでの道内企業による地域資源活用に関する議論に対して経営戦略論的な視

点からの見直しが許されるならば、それらの批判は目まぐるしく移り変わる環境に対して柔軟な

適応がなされてきたか否かに置き換えられるべきであろう。つまり、地域資源を所与のものとし

てとらえるのではなく、むしろ環境変化と適応させるような経営戦略や戦術にどのように組み合

わせてきたか、という論点である。

そこで、筆者を始めとする道内外の大学研究者や官庁職員、コンサルタントや税理士などの実

務者で構成される研究プロジェクトチームは、道内企業を対象にケーススタディを続け、上述し

たような従来とは異なる北海道企業に対する新しい視点の導出を進めてきた。誌面を借りてその

概要を紹介したい。

地場資源活用戦略としてのマーケティング

道内企業に対する多くの批判は、前述したように、販売力の弱さ、技術力の乏しさ、リスクに

挑戦しない姿勢、などが主な論点であった。これらのなかで、道内企業がどのように地場資源を

活用してきたかを探るため、広義の販売方法としてみたマーケティング、すなわち消費者志向に

立った企業戦略に注目してみた。ところが、中小企業主体の地場企業を分析の対象としていたた

め、我々が学んできた大企業のそれとは異なったものであることが明らかになってきた。具体的

には、多くの企業が販売方法にその経営資源を傾斜させる以前の段階において、自社商品の開発

に大きなこだわりを持って望んでいたのである。つまり、大企業の消費者指向を主としたマーケ

ティングとはやや異なる製品指向の強い企業戦略が数多く見出されたのである。確かに、�きの
とや のクリスマスケーキの宅配、家具製造の�カンディハウスの大都市圏における百貨店販
売、六花亭製菓�のイメージ戦略など、特筆されるマーケティング事例も見出すことができた。
しかしながら、これらの企業であっても、製品開発などの段階では、味や品質、デザインなどに

極めて強いこだわりをみせており、その次のステップとして販売先の開拓に取り組んでいたので

経営のアドバイス

地域資源を活用した企業戦略
札幌大学経営学部教授 兼 附属産業経営研究所所長

佐藤 郁夫
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ある。その典型が六花亭製菓であり、同社の現在の成長を牽引してきたヒット商品はほとんど偶

然の幸運によってもたらされていた。

繰り返しになるが、我々がケーススタディの対象として採り上げた企業の多くから、マーケテ

ィング用語に言うところのプロダクト指向がみられた。これだけを採り上げて結論を急ぐと、巷

間言われてきたように、道内企業は販売力が弱い、という批判が当てはまるように思われる。し

かしながら、企業成長の根幹には販売力が欠かせないことから、従来の教科書的なマーケティン

グ論とは異なる広い視野に立った成長要因の分析が求められる。そのような製品開発、流通チャ

ネルの構築なども含めた道内企業の地域資源との関わり方の検証は多くの地場中小企業にとって

も有益な示唆を提示できるはずである。

広い視点から道内企業を分析する必要性を感じるようになったのは、その多くが中小企業であ

ることが背景にある。分析に必要な情報の入手難や制約から対象企業の歴史的発展過程が盛り込

まれるようになり、総合的な視点でとらえる必要性に迫られたからである。したがって、地域資

源を活用した企業成長といっても、商品開発、営業など一面的な切り口では語りつくせない多面

的な関わり方が随所に現れてきた。以下に個別企業に触れながらみてみたい。

新連結としての地域資源と経営

サンマルコ食品�は、地域資源である農産物を原料に活用して成長を遂げた代表的企業として
知られている。ところが、品質の良い北海道産馬鈴薯でコロッケを生産したために、企業成長が

可能となったというような単純公式に限定しては、同社の成長を規定することはできない。つま

り、この単純公式は倒産しかかった会社の事業を同社が承継した際に、コロッケの原料を北海道

産馬鈴薯とすることを決定した、までの意思決定しか描いていないのである。

厳しい市場競争にさらされる企業にとって次々に現れる競合相手の排除が重要な戦略となる。

創業者の営業努力もさることながら、サンマルコ食品の競争力の一因となったのは北海道産男爵

芋の仕入先である留寿都農協の生産能力に限界があったという事実である。資源制約が他社の参

入阻止に役立ったのである。まさに地域資源が他社の参入を退け、競争力の源泉となったことに

なる。同社は、北海道産男爵芋に強いこだわりを見せている。しかも、羊蹄山麓産の男爵芋であ

る。したがって、工場の建設も原料調達が可能な道内に限定している。熱心な誘致に応えて十勝

地方に工場を建設した際にも、土壌改良を地元に申し入れ、４年後に操業を開始している。北海

道産男爵芋といっても、その品質は同じ北海道内でも異なっている。土地によっては、ガラス質

を含むなど、コロッケの原料に適さない地域もある。このように、地域資源を活かした企業経営

といっても、原料だけに限らない多様な見方がなされるべきなのである。

北海道ワイン�は、やはり農産物を原材料とするため、畑作りにまで取り組んで原料確保を確
実にしている。同社も創業当初は、存続も危ぶまれる経営危機に直面していた。これを克服して

道内メーカー全出荷量の４割以上のシェアを占めるワインメーカーにまで成長したのである。創

業時に経営危機を招いたのは、ワイン作りに適するブドウを育てるためには、長い年月を要する

ため、その間は収入の目処が立たなかったからである。それでも断念せずに用地の開墾から始め

たこだわりが、後には高いシェアを獲得する競争力の源となった。ワイン作りにつながる気候、

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６１／本文／０１２～０１７　経営のアドバイス（佐藤）  2009.11.17 13.49



経営のアドバイス

― １４ ―

ブドウ畑、栽培、収穫など、あらゆる本物につながる総合的な要素の結合が競争力のある製品を

育て上げたことになる。

地域資源としての観光

地域資源の持つ複合的な効果が実って成長を遂げたのは六花亭製菓も同様である。なかでも全

国有数の観光地である北海道に備わった優位性は同社にとって大きな支えとなった。世界でも有

数の航空路線の空港として土産品の大きな販売額が期待できる地の利は大きい。同社の発展の軌

跡は、１９７０年代に北海道観光ブームが訪れた際に、地域イメージに近い土産品として若者達が購

入、ヒットとなったホワイトチョコレートから始まっている。このヒットが機縁となって社名変

更、社名変更記念の新製品の開発、新製品のヒット、空港販売等を通じた急成長という好循環が

できあがったのである。

品質を維持するため、六花亭製菓は道産原料には必ずしもこだわりを見せていない。しかし、

その成長はまさしく自然、景観、北海道開発の歴史や文化、さらには北海道や十勝という「場」

が生みだすイメージなどが複合的に重なって多くの観光客を引き付けた。また、北海道の農産品

は観光客が景観と並んで北海道を訪ねる上で最も魅力を感じているものである。北海道の食とい

う地域資源が観光客を呼び込むことで、間接的に道産品を採り入れた土産品メーカーを育ててい

ることになる。つまり、観光は地域資源を構成しているとともに、地域資源を活性化する触媒に

もなっているのである。

クリスマスケーキの宅配システムを構築して成長を遂げたのが、菓子メーカーの きのとや

だ。したがって、同社は、寒冷地特有の特性を持った菓子の製造以外、もともと地域資源とはあ

まり強い関係はできあがっていなかった。しかしながら、同社は最近になって土産品市場に参

入、新製品を投入している。これも、地域資源としての観光が持つ潜在的な市場創造力や価値創

造力を自社の成長戦略に結びつけるための経営戦略とみることができる。

佐藤水産�も六花亭製菓や きのとや と同様に、人の移動や交流によって生み出された企業、
という観点からとらえることができる。同社も地域資源を本州など道外の市場に居住する親戚や

知人向けの贈答品とすることで成長を享受できた企業の一つである。

ここに挙げてきた六花亭製菓、北海道ワイン、後で詳述する佐藤水産やノースプレインファー

ム�など新千歳空港に店舗展開し、土産品としての販売戦略に取り組んでいる企業群は、その成
り立ちや創業時点での成長のきっかけは、プロダクト指向であるのは共通するところである。し

かしながら、このような店舗展開戦略は消費者指向、マーケット指向へと企業の戦略が移行して

いることを示しているとみられる。

資源制約を活用する経営

北海道の持つイメージや文化を商品価値と結び付けて成長を達成したという点で、六花亭製菓

と佐藤水産など観光客をビジネスモデルに組み入れた企業群の類似性がある。ただし、佐藤水産

の場合、六花亭製菓とは異なるいまひとつの地域資源と結びつく成長要因を見出すことができ

る。それは海産物特有の資源制約という逆説的な見方である。必ずしも安定的に原料を確保でき
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るとは限らないし、仕入れ価格についても相場による変動性を避けられないのが水産資源であ

る。仕入れ側にとって潜在的なリスクを回避するには、生産者との信頼関係の構築が最優先とな

る。同社が石狩漁協と水揚げ高と鮭の等級にかかわらず全量買い上げの協定を結んだのはまさし

く漁協に貢献することによって生まれる信頼関係の構築である。このような経営戦略は最近にな

り、マーケティング分野で研究が進んでいる顧客（カスタマー）との信頼（クレディビリティ）

や関与（コミットメント）によって企業間の良好な関係性を構築した優れた実践例としてとらえ

ることもできる。

競争相手に先駆けて資源制約が抱える経営問題を解決することによって優位性を獲得、成長を

実現することもある。野付漁協は正組合員一人当たり販売額が全国の約５倍という営業規模と、

特筆される業容を誇っている。しかながら、１９６０年代には乱獲によって資源枯渇が進み、一時は

存続の危機に瀕していた。この苦境を脱するため、秋鮭ふ化放流事業やホタテガイ養殖事業に懸

命に取り組んだことで、経営を支える柱とすることができた。経営の中核ができあがったこと

で、エビ、アサリ、ウニ、ホヤ、ホッケなどと北海道では極めて珍しい多様な水揚げが可能な経

営を実現している。しかも、それらの副次的産物の漁獲をサケとホタテの収穫が少なかった漁家

に配当することで組合員全体の所得の平準化、経営の安定と拡大に資するようにしている。

北海道農業の特徴である大規模経営が生み出す深刻な環境問題、糞尿排出という負の側面を見

直す「マイペース酪農」に取り組む別海町の森高牧場も有限な地域資源を最大限活用する闘いに

取り組んでいると見ることができる。別海町パイロットファーム、新酪農村地域の平均牧場当た

り頭数は１１０頭なのに対して森高牧場は５０頭程度と小型経営指向であるのは、草地の地味を保ち

ながら、周辺の河川や水産業に悪影響を及ぼさない酪農経営を追求しているため。配合飼料を使

わないことで、コストを削減するとともに労働時間の短縮、牛の健康増進による耐用年数の長期

化、地元漁協との協力関係の構築、など多面的な効果を実現している。ゆとりが生まれた時間で

乳製品や肉製品などの商品開発にも成果を見せ、地域資源の活用の幅を広げている。

ノースプレインファームは、チーズ、バター、アイスクリーム等の乳製品や肉製品などの商品

開発に加えて、自家製品を販売するレストラン事業にも取り組むことで地域資源を多面的に活用

し、農業の可能性を追求している。同社は酪農と畜産、畑作、これらの自家製品の直営店と販売

店を１０箇所以上も全国展開している。さらにレストラン経営を加えると１０億円近い事業規模を擁

するグループを形成して、北海道を代表する農業経営者へと育ちつつある。このような同社の取

り組みは、ポートフォリオ戦略（投資戦略）や多角化戦略の実践とみなすことも可能である。

市場制約からの逆転

人口約５６０万人の北海道を市場としてとらえた場合、業種や見方によっては残念ながら市場と

しては魅力に欠けると見なさざるを得ない。首都圏など巨大市場から遠距離に位置していること

や厳しい自然環境は、石炭や農水産物などの資源には恵まれているものの、企業が進出する場所

としては、経営のマイナス要素の方が多いと見なされてきた。積雪・寒冷で広大な土地は、暖房

費がかさんでコスト高につながる。あるいは土地が広く人口密度が低いために物流コストの圧迫

要因となってサービスの質もあがりにくくなる。このようなマイナス面の指摘は数多く、これら
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が雇用の場としての広がりに一定の限界を示すこととなった。こうして北海道の人口は先人の開

発努力にもかかわらず、期待された程には伸びないままで現在にいたっているのである。

中国における活況を例に挙げるまでもなく、住宅や家具など耐久消費財や生活資材は人口要素

と密接な関係にあるため、北海道をその販売先としてみると、魅力的な市場であるとは必ずしも

言えないのは明らかである。しかしながら、暖房効率の高い住宅、地元木材の材質の高さを引き

出した家具製造、耐寒技術など、厳しい自然条件というハンディを克服するために製品開発に取

り組み、その製品の品質の優良さが認知されるとともに、市場は大きな広がりをみせる。ハンデ

ィが地域資源の活用へと転換したのである。制約要素だった自然を価値創造へと転換する技術革

新、デザインの高度化などによって付加価値が高まり、市場創出が可能となるのである。

ところで、北海道の人材については優秀な人材が少ない、というのが一般的な評価として定着し

てきた。このような見方は人口規模が小さい、さらには減少しつつあることによって、若者の流出

に歯止めがかかっていない現実を示している。最近の派遣切りなどマスコミ報道でも北海道出身

者が多いことは厳しい北海道の雇用情勢を示している。このような人材へのネガティブ評価につ

いても我々のプロジェクトを通じて一石を投じることができたのは、一つの成果であった。

産業としての裾野が広い自動車関連を北海道へと企業誘致するのはこれまで大きな課題となっ

ていた。そのなかで特筆される成功事例として知られているのが�ダイナックスである。自動車
産業は繊維産業から生み出されたという歴史的な事実があるため、北海道には最近になるまでこ

れまで関係者の関心を引くような企業進出はみられなかった。そのような歴史的経緯にとらわれ

ず、ダイナックスが企業進出を決定したのは、選択の基準に「人材」があったからである。大阪

の企業との合弁としてスタートした同社は、その後の発展において、優れた「人材」に恵まれた

北海道と関わりを持ったことが成功の最大要因であると振り返っている。

北日本精機�は極小ベアリングメーカーとして世界を相手に活躍しているが、同社を創業した
小林英一氏も手先の器用な女性労働者が豊富なことを成長理由に挙げている。また、「人材」と

いう面では、小林社長自身がベンチャーであること。さらには、学生ベンチャーから飛躍した印

刷業界の総合商研�やコンピュータソフトの�ビー・ユー・ジー、同社を中核にしたさっぽろバ
レーと呼ばれるITベンチャー企業群の成長を牽引してきた�データ・クラフトなどは、人材不足
という従来の評価では説明のつかない事実を我々の前に提示している。

地域資源と技術

やはり地域資源の持つハンディを克服、技術力を背景にした製品開発によって成長を遂げた企

業群としては、家具製造の�カンディハウス、住宅建設メーカーの�カワムラ、不凍栓メーカー
の�光合金製作所、カスケードガレージ製造の�日江金属、農業機械の日農機製工�、靴メーカ
ーの�ダテハキ、玉井環境システム�など、意外に思えるほど数多く存在する。残念ながら紙幅
の都合もあり、これらの企業の全部について詳述することはできないが、そのなかでも代表的な

企業をいくつか紹介する。

創業者がドイツで家具職人として修行している間に、北海道産のナラ材が寒冷地で年輪幅が狭

く、色合いに風味があることから世界の家具業界で素材として高い評価を得ていることを知った
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ことがきっかけとなってカンディハウスは開業した。優秀な素材を製品化したい、という夢が今

日の全国的に高い評価の旭川家具につながったのである。現在、道内では良質のナラ材は枯渇し

つつあるが、植樹によって数十年がかりで原料供給地に回復させるプロジェクトに取り組んでい

る。北海道ワインの開墾からの取り組みと同様に、ここにも地域資源の育成を基点として経営に

取り組む真摯な姿が見て取れる。

道北・旭川市生まれであるのは、カワムラも同じである。同市は冬場の厳しさだけでなく、北

海道の夏の最高気温も記録したこともあるように、年間の寒暖の差が極めて大きいことで知られ

ている。「ノース工法住宅」と呼ばれる機密性の高い住宅を開発して、冬場の暖房効率のみならず

夏場の冷房効率までも高めることに成功している。さらに、プレカット工場で季節に関係なく通

年での施工を可能にするとともに、コスト・品質・納期の間で生じがちな二律背反的な問題まで

も克服できる技術を手に入れている。

日江金属はカスケードガレージ製造で知られる企業であるが、冬期間の仕事がない屋根ふきの

板金工が集まって組合を組織、それまでの平面的かつ直線的な板金構造ではなく、曲線的な加工

処理を施すカスケード工法によって積雪でも強みを発揮するガレージを開発したことが成長につ

ながった。これにより、丈夫で頑丈なガレージメーカーとして業界トップの地位を占めたのであ

る。農業機械メーカーの日農機製工は地域特有の土壌や農作業への利便性向上にこだわった機械

改良に取り組んできた。この農家に密着した経営が高い評価につながり、圧倒的なシェアを獲得

している。

積雪・寒冷地としての自然条件など、一般的には企業経営にとってハンディになると考えられ

るはずの様々な要素を逆にチャンスに置き換えて成長している企業を数多く見出すことができた

ことは、道内企業の成長と地域資源の関係を明示しようとする、本研究にとって大きな成果の一

つとなっている。

まとめ

あらゆる経営資源を駆使して、市場のなかでその存在を示すことによって企業は成長を獲得し

ている。このため、地域資源は、それが企業成長にとってメリットとなることもあるだけでな

く、時にはハンディとなっている要素を克服することによって飛躍につながったケースも数多く

みられる。企業成長の秘訣を尋ねられて多くの経営者が「企業は人なり」のように、分かりやす

い言葉で片付ける場合をしばしば見かける。しかしながら、企業と地域資源との関わりのような

比較的外部からも見分けが容易なものであっても、その取り組み方や手法は極めて多様である。

したがって、道内企業の地域資源活用を通じた企業成長はこれからも様々な形で社会に現れてく

ることが予想される。本プロジェクトのような調査が多くの企業や関係者の協力を得ることで継

続され、地域経済の発展、地場企業の成長の一助となることが望まれる。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年７～９月 １０２．６ △０．５ １０４．６ △１．４ １０３．０ ０．４ １０５．１ △１．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４～６月 ８５．２ △１８．５ ７８．３ △２７．８ ８６．１ △１９．３ ７８．６ △２７．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７～９月 p８９．７ △１２．７ p８３．９ △２０．３ p９２．７ △１０．５ p８５．０ △１９．５ p９５．８ △６．６ p９４．６ △１２．２

２０年 ９月 ９８．８ △３．０ １０３．６ ０．４ ９９．７ △３．０ １０４．０ △０．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０月 ９７．２ △６．３ １００．１ △６．６ ９９．４ △３．８ １００．９ △７．１ １０１．７ △０．２ １０８．９ ４．４
１１月 ９５．１ △１１．３ ９３．１ △１６．５ ９７．２ △８．８ ９３．６ △１７．０ １０１．３ △１．８ １０９．５ ４．３
１２月 ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △３．１ １０８．０ ２．８
２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △１．１ ９７．１ △７．２
５月 ８５．９ △１８．９ ７９．１ △２９．５ ８５．６ △２１．０ ７８．９ △３０．０ ９９．６ △０．９ ９６．４ △８．４
６月 ８６．０ △１６．７ ８０．９ △２３．５ ８６．７ △１８．０ ８１．７ △２２．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７月 ８８．１ △１７．６ ８２．６ △２２．７ ８９．２ △１７．０ ８３．７ △２２．０ ９４．６ △７．７ ９５．０ △１０．６
８月 r ９０．３ △１１．５ r ８３．９ △１９．０ r ９３．２ △８．３ r ８４．２ △１９．０ r ９４．７ △８．１ r ９５．１ △１０．３
９月 p９０．８ △８．８ p８５．１ △１８．９ p９５．７ △５．５ p８７．１ △１７．３ p９５．８ △６．６ p９４．６ △１２．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３△３．０ ２１２，５７５△１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３４，００５△５．６ ２０６，６０３△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，６８８ △５．２ １２８，１６０ △２．５

２０年７～９月 ２２３，６８９△４．５ ５０，７７５ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，７４４ △５．１ ３１，７６１ △１．３
１０～１２月 ２５７，７０５△５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４

２１年１～３月 ２２９，３４５△６．３ ４９，１０１ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △５．４ ３０，９８７ △４．７
４～６月 ２２７，１５６△５．１ ４８，１７４ △６．７ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，６０２ △３．９ ３１，１８３ △４．１
７～９月 p２２７，７１３△３．５ p ７４，９９１ △７．０ p ６２，９８８ △４．１ p １６，９１３ △９．８ p１６４，７２５ △３．３ p ３１，０７８ △５．４

２０年 ９月 ７０，２７５△６．８ １５，５８９ △３．３ ２２，２１８ △５．４ ５，７３１ △４．６ ４８，０５８ △７．５ ９，８５８ △２．６
１０月 ７５，１８９△６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ ５２，０９８ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 ７９，７０６△３．８ １７，８２０ △３．１ ２４，２３５ △５．９ ７，０６８ △６．３ ５５，４７１ △２．７ １０，７５２ △０．７
１２月 １０２，８０９△７．２ ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ ７１，０５７ △６．６ １２，９３２ △３．６

２１年 １月 ８０，７３２△５．２ １８，０６９ △５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１
２月 ６８，０２３△５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 ８０，５９０△７．９ １６，５１４ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △５．９ １０，２４９ △４．９
４月 ７５，２６４△６．１ １５，９６０ △６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，８６２ △４．１ １０，３４９ △４．０
５月 ７６，８６９△４．０ １６，１８５ △６．５ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５７，０８６ △２．３ １０，５９６ △３．０
６月 ７５，０２３△５．１ １６，０２９ △６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，６５４ △５．３ １０，２３７ △５．４
７月 ７９，９５５△４．２ １７，３６０ △８．４ ２４，１２１ △３．３ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６３０ △６．１
８月 r ７６，０２３△４．５ r １５，６９６ △６．８ r １８，６９３ △７．５ r ４，９９５ △８．９ r ５７，３３１ △３．３ r １０，７０１ △５．７
９月 p ７１，７３５△１．６ p １４，９３６ △５．６ p ２０，１７４ △１．６ p ５，１８９ △７．８ p ５１，５６１ △１．７ p ９，７４７ △４．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６１／本文／０１８～０２１　主要経済指標  2009.11.20 15.34.14  Page 18



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３

２０年 ９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △ １．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △ ５．８ ４３，７８０ △ ５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △ ４．２
１９年度 １６９，１４９ △ ４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △ ７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △ ３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △ ３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年７～９月 ４０，０４８ △ ２．４ １１，００３ △ ９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △ １．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △ ７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △ ３．１ １，０４９，９２３ １．４

２０年 ９月 １４，４９０ △ ４．９ ４，１０３ △１５．２ ５，７９７ △ ２．６ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △ ４．５
１０月 １１，５９１ △ ８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △ ５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △ ６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △ ３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △ ９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △ ８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △ ９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △ １．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △ ３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △ １．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △ ３．５ ３７２，４２８ △ ２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △ ６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ △ ６．４ ４，２３０ △ ７．８ ４１３，９７２ ４．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６１／本文／０１８～０２１　主要経済指標  2009.11.20 15.34.14  Page 19



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３

２０年 ９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２
１０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６５６ △１０．２ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６９１ △３．８ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２

２０年 ９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ４．９ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２３ △１０．５ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９２２ △１０．２ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，０１１ △１０．０ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１３３ △３．３ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２８ △７．３ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２３１ △０．１ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６１／本文／０１８～０２１　主要経済指標  2009.11.20 15.34.14  Page 20



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，０７３ △１．１ ７１１，４４９ △１６．４ １，５５２，３９２ １１．９ ７１８，７１６ △４．１

２０年７～９月 １２１，０４９ ３６．０ ２２０，３７２ ３．２ ５０３，５００ ５７．２ ２２１，７８６ ２１．１
１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ １７６，９３７ △９．５

２１年１～３月 ６３，６８６ △３５．９ １１１，９０５ △４６．９ ２１８，７９４ △４４．８ １２０，５４８ △３７．０
４～６月 ５６，７５４ △４６．９ １２８，１５７ △３８．５ １９４，２１６ △５９．０ １１９，４６７ △４０．１
７～９月 p ９６，３１２ △２０．４ p１４４，５９１ △３４．４ p２３３，５４９ △５３．６ p１３３，７９４ △３９．７

２０年 ９月 ３４，３０９ ２０．４ ７３，６１３ １．５ １７０，８００ ４８．４ ７２，７０３ ２８．８
１０月 ４１，２４２ １７．７ ６９，１４８ △７．９ １５７，９４２ ３６．５ ６９，９００ ７．４
１１月 ２３，１８３ △２９．４ ５３，２３５ △２６．８ １０１，７３８ △２７．１ ５５，５１０ △１４．４
１２月 ２０，９３７ △３３．９ ４８，３０５ △３５．０ ９６，３１２ △２６．９ ５１，５２７ △２１．５

２１年 １月 ２０，５４５ △２４．４ ３４，８０４ △４５．７ ７８，３５３ △３９．７ ４４，３６４ △３１．９
２月 ２０，４４０ △４２．６ ３５，２６４ △４９．４ ６３，２８８ △５２．０ ３４，４３７ △４３．０
３月 ２２，７０１ △３７．９ ４１，８３８ △４５．５ ７７，１５３ △４２．９ ４１，７４７ △３６．６
４月 １９，２８８ △４５．５ ４１，９５８ △３９．１ ７６，４１７ △４３．４ ４１，２９５ △３５．８
５月 １９，８１５ △４３．１ ４０，２０４ △４０．９ ６１，１４２ △６６．１ ３７，２３５ △４２．４
６月 １７，６５１ △５２．０ ４５，９９５ △３５．７ ５６，６５７ △６４．３ ４０，９３７ △４１．９
７月 ３６，２７０ △１７．１ ４８，４４０ △３６．５ ６８，０５１ △５５．２ ４４，６６５ △４０．８
８月 r ２２，７６４ △４７．０ r ４５，１０４ △３６．０ r ７２，５０８ △５９．９ r ４３，２８８ △４１．２
９月 p ３７，２７８ ８．７ p ５１，０４７ △３０．７ p ９２，９９０ △４５．６ p ４５，８４１ △３６．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６

２０年 ９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５
２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６１／本文／０１８～０２１　主要経済指標  2009.11.20 15.34.14  Page 21
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